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権利擁護を支える法制度

問題 37　次のうち，三親等の親族として，正しいものを 1 つ選びなさい。

1　祖母

2　配偶者の姉

3　いとこ

4　弟

5　甥
おい

の配偶者

問題 38　事例を読んで，障害者福祉施設従事者等による障害者虐待への対応に関す

る次の記述のうち，適切なものを 2 つ選びなさい。

〔事　例〕

Ａ県Ｂ市に所在するＣ障害者支援施設に勤務するＤ生活支援員は，同僚のＥ生活

支援員が知的障害のある利用者のＦさんに対して，著しい暴言を投げかけている場

面を目撃した。

1　Ｄは，Ｆさんの同意の有無にかかわらずＢ市に通報する。

2　Ｄは，施設長の許可を得てからＢ市に通報する。

3　Ｂ市は，知的障害者福祉法に基づき立入調査を実施する。

4　Ｂ市は，Ｄからの通報であることを施設に伝える。

5　Ｂ市はＡ県に，Ｃ施設での障害者虐待に関する事項を報告する。
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問題 39　「障害者差別解消法」に関する次の記述のうち，正しいものを 1 つ選びなさ

い。

1　都道府県知事は，障害を理由とする差別の解消に関する施策の総合的かつ一体的

な実施のため，基本方針を定めなければならない。

2　市町村長は，障害を理由とする差別の禁止に関して，事業者が適切に対応するた

めに必要な指針を定めなければならない。

3　事業者は，障害を理由とする差別の禁止に関する職員対応要領を定める義務があ

る。

4　事業者は，障害者から社会的障壁の除去につき意思の表明があり，過重な負担で

ない場合，社会的障壁の除去について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。

5　事業主が労働者に対して行う障害を理由とする差別の解消のための措置について

も「障害者差別解消法」の定めるところにより実施される。

（注）　「障害者差別解消法」とは，「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」

のことである。
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問題 40　事例を読んで，Ａさんの状態に応じた権利擁護の方針に関する次の記述の

うち，最も適切なものを 1 つ選びなさい。

〔事　例〕

Ｂ県Ｃ町では，Ｃ町の社会福祉協議会が運営する成年後見センターにおいて，随

時，成年後見制度の利用に関する判断を兼ねたケース会議を開催している。ある日，

身寄りのない高齢者Ａさん（85 歳）のケースがこの会議に諮られ，権利擁護の方針

を検討した。

1　Ａさんの判断能力に多少問題があるが，他の支援によってＡさんの利益が十分に

図られていると認められる場合には，法定後見制度の利用を急がず，引き続き見守

る方針を立てた。

2　Ａさんの判断能力に問題はないが，身体的な障害があるので，補助開始の審判を

申し立てる方針を立てた。

3　Ａさんの判断能力に問題があるが，成年後見制度の利用をＡさんが拒んでいるの

で，補助開始の審判を市町村長により申し立てる方針を立てた。

4　Ａさんの判断能力に問題があり，預金の管理に支援が必要と考えられるものの，

申立費用の捻出が困難であるために，後見等開始審判の申立てを断念する方針を立

てた。

5　Ａさんの判断能力は補助相当と考えられるが，支援者に広い権限を付与した方が

職務がしやすいという視点から，成年後見開始の審判を申し立てる方針を立てた。
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問題 41　成年後見制度の利用促進に関する次の記述のうち，最も適切なものを 1 つ

選びなさい。

1　市町村は，成年後見制度利用促進に係る地域連携ネットワークのコーディネート

を担う中核機関を整備していくことが求められている。

2　成年後見制度利用促進のため，都道府県知事による申立てを行うことができるこ

ととなった。

3　都道府県は，成年後見制度の利用促進における意思決定支援の浸透を図るため

「意思決定支援ガイドライン」の策定をしなければならない。

4　都道府県は，成年後見制度の利用の促進に関し，専門的知識を有する者により構

成される成年後見制度利用促進専門家会議の設置をしなければならない。

5　市町村は，毎年一回，成年後見制度の利用の促進に関する施策の実施状況を公表

することとされている。

問題 42　事例を読んで，成年後見の開始がＡさんに及ぼす影響に関する次の記述の

うち，最も適切なものを 1 つ選びなさい。

〔事　例〕

Ａさん（30 歳）は，交通事故の被害に起因する高次脳機能障害で判断力が著しく

低下し生活が困難となったので，親族のＢさんが成年後見開始の審判の申立てをす

ることとなった。Ａさんは，この審判によって自分にどのような影響が及ぶのかを

心配している。

1　Ａさんは当然に国政の選挙権を失うこととなる。

2　Ａさんは当然に公務員になることができなくなる。

3　Ａさんは当然に社会福祉法人の理事になることができなくなる。

4　Ａさんは当然に株式会社の役員になることができなくなる。

5　上記 1から 4までの記述はいずれも不適切である。




